
 

 
 

条例比較表 

 

宍粟市総合計画及び地域創生戦略委員会条例 【新条例】 宍粟市地域創生戦略委員会条例 【現条例】 

（設置） （設置） 

第１条 宍粟市総合計画及びまち・ひと・しごと創生法（平成26年法律第136

号）第10条第１項の規定に基づく宍粟市地域創生総合戦略（以下「総合計

画及び戦略」という。）の策定に関し総合的かつ専門的な審議及び計画的

な推進を目的として、地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３

項の規定に基づき、宍粟市総合計画及び地域創生戦略委員会（以下「委員

会」という。）を置く。 

第１条 宍粟市総合計画を踏まえ、まち・ひと・しごと創生法（平成26年法

律第136号）第10条第１項の規定に基づき策定する宍粟市地域創生総合戦略

（以下「総合戦略」という。）を総合的かつ計画的に推進するため、宍粟

市地域創生戦略委員会（以下「戦略委員会」という。）を置く。 

（所掌事務） （所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事務を処理する。 第３条 戦略委員会は、市長の諮問に応じて、次に掲げる事務を処理する。 

 (１) 総合計画及び戦略の策定及び変更に関し意見を述べること。 (１) 総合戦略の策定及び変更に関し意見を述べること。 

 (２) 総合計画及び戦略の実施状況に関し意見を述べること。 (２) 総合戦略の実施状況に関し意見を述べること。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、総合計画及び戦略の総合的かつ計画的 

な推進に関し意見を述べること。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、総合戦略の総合的かつ計画的な推進に 

関し意見を述べること。 

（組織） （組織） 

第３条 委員会は、委員20人以内で組織する。 第３条 戦略委員会は、委員10人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する ２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 (１) 公募による市民 (１) 市民 

(２) 市の区域内の公共的団体等の代表者 (２) 産業界、官公庁、教育機関、金融機関、労働団体又は報道機関に属

する者 

(３) 前２号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 (３) 前２号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（委員の任期） （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱した日からその日の属する年度の末日までとす

る。ただし、委員が欠けた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 ２ 委員は、再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 第５条 戦略委員会に委員長及び副委員長を置く。 



 

 
 

宍粟市総合計画及び地域創生戦略委員会条例 【新条例】 宍粟市地域創生戦略委員会条例 【現条例】 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によって定める。 ２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によって定める。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。 ３ 委員長は、戦略委員会を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代

理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代

理する。 

（会議） （会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集する。ただし、委員長及び副委員長

が選出されていない場合は、市長が招集する。 

第６条 戦略委員会の会議は、委員長が招集する。ただし、委員長及び副委

員長が選出されていない場合は、市長が招集する 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができな

い。 

２ 戦略委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことがで

きない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のとき

は、委員長の決するところによる。 

３ 戦略委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数の

ときは、委員長の決するところによる。 

４ 会議は、これを公開する。ただし、委員の発議により、総委員の過半数

で会議の公開が不適当であると決したときは、公開しないことができる。 

 

（小委員会）  

第７条 委員会にその所掌事務を分掌させるために、小委員会を置くことが

できる。 

 

（関係者の出席等） （関係者の出席等） 

第８条 委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めてその

意見若しくは説明を聴き、又は関係者から必要な資料の提出を求めること

ができる。 

第７条 戦略委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて

その意見若しくは説明を聴き、又は関係者から必要な資料の提出を求める

ことができる。 

（庶務） （庶務） 

第９条 委員会の庶務は、企画調整担当課及び地域創生担当課において処理

する。 

第８条 戦略委員会の庶務は、地域創生担当課において処理する。 

（委任） （委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、

委員長が委員会に諮って定める。 

第９条 この条例に定めるもののほか、戦略委員会の運営に関し必要な事項

は、委員長が戦略委員会に諮って定める。 

附 則 附 則 

（施行期日） （施行期日） 



 

 
 

宍粟市総合計画及び地域創生戦略委員会条例 【新条例】 宍粟市地域創生戦略委員会条例 【現条例】 

１ この条例は、平成31年４月１日から施行する。 １ この条例は、平成27年４月１日から施行する。 

（宍粟市総合計画審議会条例の廃止） （宍粟市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正） 

２ 宍粟市総合計画審議会条例（平成17年宍粟市条例第12号）は、廃止する。 ２ 宍粟市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（平成17年宍粟市条例第45号）の一部を次のように改正する。 

  （略） 

（宍粟市地域創生戦略委員会条例の廃止） （この条例の失効） 

３ 宍粟市地域創生戦略委員会条例（平成27年宍粟市条例第23号。以下「戦

略委員会条例」という。）は、廃止する。 

３ この条例は、平成33年３月31日限り、その効力を失う。 

（経過措置）  

４ この条例の施行の日の前日において、前項の規定による廃止前の戦略委

員会条例の規定により委嘱された委員は、第４条第１項の規定により委嘱

されたものとみなす。ただし、その任期は、平成31年７月27日までとする。 

 

（宍粟市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正） 

 

５ 宍粟市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部を次のように改正する。 

 

 （略）  

  

  

 


